
Ｈ２５　周南市

都 道 府 コード番号 　　 市 町 村 類 型 Ⅲ－１

ふりがな 種地

県　　名 市町村名 Ｉ－5

人口集中

地区人口

国  Ｈ22年 149,487 人 k㎡ 人 91,253人  区　分 第１次 第２次 第３次

 Ｈ17年 152,387 人
90,860人

就 22年

調  増加率 △1.9 ％ 656.32 227.8 
92,729人

業 国調

住基  H26.3.31 148,908 人 人 17年

台帳  H25.3.31 150,383 人 (H25.10.1) 口 国調

　 区　　　　分 平成24年度 平成25年度 指 数 等 　指定団体等の指定状況

1 歳入総額  A 66,725,890 67,654,806  基準財政需要額 24,684,579 

2 歳出総額  B 64,169,044 65,324,223  基準財政収入額 20,170,097 

3 歳入歳出差引額(A-B)  C 2,556,846 2,330,583  標準税収入額等 26,231,508 　一部事務組合加入状況

4 翌年度繰越財源  D 287,442 280,226  標準財政規模 37,320,733 

5 実質収支      (C-D)  E 2,269,404 2,050,357 0.815(0.817)

6 単年度収支  F 323,551 △219,047  実質収支比率 5.5% 

7 積立金  G 1,118,921 2,038,175  公債費負担比率 14.8% 

8 繰上償還金  H 1,403 2,850  積立金現在高 12,707,031 実質赤字比率 -

9 積立金取崩し額  I 273,216 895,274  地方債現在高 82,513,731 
連 結 実 質
赤 字 比 率 -

10 実質単年度収支  J  収益事業収入額 70,000 
実 質 公 債
費 比 率 8.8

 (F+G+H-I) 1,170,659 926,704  債務負担行為額 20,383,771 将来負担比率 84.4

法 普通会計か

　　事　業　名 適 らの繰入金 職員数 　　特　　別　　職　　等

 水道事業 有 327,986 238,977 69 人 改定実施 平均給料(報

公  病院事業 有 △96,549 386,901 3 人 職    区分　（定数） 年 月 日 酬)月額(百円)

営  介護老人保健事業 有 △10,958 44,231 1 人 員  市長    　　　(１人) 19.4.1 9,700 

事  徳山モーターボート競走事業 有 2,969,536 0 22 人 の  副市長　 　　(１人) 〃 7,900 

業  地方卸売市場事業 無 0 760,692 3 人 状  教育長　 　　(１人) 〃 6,900 

の  国民宿舎 無 △9,962 3,404 況  議会議長　　(１人) 15.4.21 5,450 

状  下水道事業 有 178,727 2,470,989 46 人 〃 4,750 

況  農業集落排水事業 有 0 185,150 2 人 16.4.1 4,450 

 漁業集落排水事業 有 0 6,959 

 駐車場事業 無 14,514 0 　　一　 般 　職 　員 　等

無 112,208 1,091,063 27 人 1人あたり平均

無 0 40,168 4 人 給料月額（百円）

 後期高齢者医療事業 無 44,625 385,360 6 人 1,136 人 3,261 

無 252,901 1,532,918 17 人 　 うち消防職員 198 人 2,958 

無 0 871    うち技能労務職員 28 人 3,158 

 簡易水道事業 無 0 94,554 10 人  教育公務員 36 人 3,487 

 交通災害共済 無 0 690  臨時職員 1 人 2,807 

 宅地造成事業（決算統計区分） 無 0 32,407  合  計 1,173 人 3,268 

 財政調整基金 5,409,764 　物件等購入 2,997,949 土地開発基金

   積立金  減債基金 1,273,491 　保証・補償 0  現　在　高 0 

   現在高  特定目的基金 　その他 17,385,822 特定資金公共

 (11基金設置) 6,023,776 　実質的なもの 0 事業債現在高 0

注） ・基準財政需要額及び基準財政収入額は、錯誤前の額である。

・公営事業の状況は、一部事務組合、広域連合及び企業団に係るものを除く。

・職員数は地方公務員給与実態調査(H26.4.1現在)による。

・構成比は四捨五入によっているので、端数において計は合致しないものがある。

 

    職員数
 
　 区分

　財政力指数(単年)
　※一本算定数値

債務負担

行為額・

支出予定

 介護保険事業(介護サービス事業勘定)

 一般職員

 国民健康保険事業（直診勘定）

収支額
（純損益又は
実質収支）

 国民健康保険事業（事業勘定）

 介護保険事業（保険事業勘定）

42,857人 

3,522人 22,649人 46,280人 

21,019人 

 災害基金 ・ 自治会館管理

 老人福祉施設・生活保護施設

 ごみ処理 ・ し尿処理

 火葬場 ・ と畜場 ・ 常備消防

 後期高齢者医療 ・ 交通災害

2,335人 

平成25年度

決算状況

　　人　　　口 面　積 人口密度

 議会副議長  (１人)

 議会議員    (２８人)

352152

山 口 県

周　南　市

しゅうなんし

　　産　　業　　構　　造

  地方拠点都市地域
　過疎 ・ 辺地 ・ 山振
　離島 ・ 農振

25年度交付税

種　地　区　分

区　　　分

　　　市　町　村　名 　　　　　周　　南　　市 類　型 ＊＊単位を指定したもの以外は、千円で表示＊＊

歳 入  性　　　質　　　別　　　歳　　　出

　 　　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 経常一般財源 構成比(％) 経 常 一

 地方税 25,570,666 37.8 24,462,196 70.7 　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 税　　等 般 財 源

 地方譲与税 580,069 0.9 580,069 1.7  人　件　費 11,062,884 16.9 10,332,339 10,278,381 29.7 

 利子割交付金 58,973 0.1 58,973 0.2  うち職員給 6,843,721 10.5 6,262,909 - -

 配当割交付金 86,552 0.1 86,552 0.3  扶　助　費 10,472,037 16.0 3,192,176 3,188,352 9.2 

 株式等譲渡所得割交付金 119,555 0.2 119,555 0.3  公　債　費 7,224,427 11.1 6,819,477 6,819,477 19.7 

 地方消費税交付金 1,439,310 2.1 1,439,310 4.2 内  元利償還金 7,224,427 11.1 6,819,477 6,819,477 19.7 

 ゴルフ場利用税交付金 69,149 0.1 69,149 0.2 訳  一時借入金利子

 特別地方消費税交付金 （義務的経費計） 28,759,348 44.0 20,343,992 20,286,210 58.6 

 自動車取得税交付金 123,394 0.2 123,394 0.4  物　件　費 7,714,682 11.8 5,759,348 5,378,938 15.5 

 地方特例交付金 74,960 0.1 74,960 0.2  維持補修費 511,047 0.8 463,843 460,033 1.3 

 地方交付税 8,393,352 12.4 7,421,047 21.4  補助費等 6,089,082 9.3 5,294,373 4,459,974 12.9 

 　　普通 7,421,047 11.0 7,421,047 21.4 1,350,683 2.1 1,264,667 1,232,932 3.6 

 　　特別 972,305 1.4  繰　出　金 5,473,939 8.4 4,707,749 3,718,788 10.7 

 　　震災復興特別  積　立　金 3,306,481 5.1 3,249,163 

　　 （ 小  計 ） 36,515,980 54.0 34,435,205 99.5  投資及び出資金・貸付金 2,148,620 3.3 919,409 

26,728 26,728 0.1  前年度繰上充用金  経常一般財源計

 分担金・負担金 321,803 0.5  投資的経費 11,321,024 17.3 2,882,191 

 使用料 1,367,718 2.0 89,294 0.3 うち人件費 359,227 0.5 359,227 

 手数料 187,433 0.3  普通建設事業費 11,182,603 17.1 2,812,347  経常収支比率

 国庫支出金 9,346,359 13.8  補助事業費 4,340,912 6.6 184,816    99.1％

 単独事業費 6,393,567 9.8 2,516,452 

 都道府県支出金 3,512,868 5.2  そ  の  他 448,124 0.7 111,079 

 財産収入 174,237 0.3 52,995 0.2  災害復旧事業費 138,421 0.2 69,844    89.6％

 寄附金 32,138  失業対策事業費  税等総額

 繰入金 1,284,054 1.9  歳　出　合　計 65,324,223 100.0 43,620,068 

 繰越金 2,556,846 3.8 

 諸収入 2,817,584 4.2 2,944 

 地方債 9,511,058 14.1 

うち臨時財政対策債 3,668,178 5.4 

　　　歳　入　合　計 67,654,806 100.0 34,607,166 100.0 

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税  　目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

決 算 額 構成比(％) 増減率(％) 基準*100/75 Ｋのうち普通 Ｋの充当

 個人均等割 208,993 0.8 △0.2 決算額Ｋ 構成比(％)
建設事業費 一般財源等

 市町村  所得割 7,336,268 28.7 0.1 408,653 0.6 408,652 

 民　税  法人均等割 479,264 1.9 △3.3 9,218,795 14.1 132,604 8,214,358 

 法人税割 2,209,197 8.6 16.0 18,272,387 28.0 129,469 9,318,985 

 固定資産税 12,797,646 50.0 △2.9 12,563,793 5,301,120 8.1 350,758 4,705,565 

12,695,488 49.6 △2.9 125,823 0.2 45,057 

 軽自動車税 296,337 1.2 2.0 295,332 2,078,606 3.2 1,301,550 962,450 

 市町村たばこ税 1,132,448 4.4 9.9 1,140,239 2,154,834 3.3 2,880 1,223,665 

 鉱　産　税 9,249,124 14.2 5,051,326 4,704,014 

 特別土地保有税 2,652,530 4.1 661,547 1,987,821 

 　小　　　　計 24,460,153 95.7 0.1 24,095,791 8,499,503 13.0 3,552,469 5,160,180 

 法定外普通税 138,421 0.2 69,844 

 旧法による税 7,224,427 11.1 6,819,477 

 目　的　税 1,110,513 4.3 2.5 

 入湯税 2,043 △17.0 

内  事業所税

訳  都市計画税 1,108,470 4.3 2.6 

 水利地益税等

 　合　　　　計 25,570,666 100.0 0.2 24,095,791 　　　合　　　　計 65,324,223 100.0 11,182,603 43,620,068 

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況 徴 　　　 区　　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

均等割 3,000円 　　50,000円 1.4% 収  　市　町　村　民　税 98.5% 20.8% 93.3% 

個人分 標準税率  3,000,000円 0.2% 率  　純 固 定 資 産 税 99.1% 19.5% 95.5% 

 民　税 適　　用 法人税割 14.7% (％)      市  税　合　計 98.9% 20.1% 94.8% 

 経常経費充当一般財源計

45,950,651千円

内
　
　
訳

34,607,166千円

  注）普通建設事業費の「その他」は、国直轄事業負担金及び県営事業負担金の合計である。

農 林 水 産 業 費

361,735 

361,735 

Ⅲ－１

消 防 費

教 育 費

衛 生 費

労 働 費

特 別 区 調 整 納 付 金

34,303,943千円

議 会 費

総 務 費

民 生 費

減収補てん債及び臨時
財政対策債を経常一般
財源に加えた経常収支比
率

 超過課税分
　　　区　　　　分

361,735 
1,991,195 

前 年 度 繰 上 充 用 金

8,105,232 

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

 国有提供施設等助成交付金

 交通安全特別対策交付金

　 　　区　　　　分

法人分
所得割

 市町村

うち純固定資産税

うち減収補てん債特例分

経常収支比
率（％）

除く臨財債・減収
補てん債

一部事務組合負担金

純固定資産税

 都市計画税
均等割

H17

H12

H22


